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新たな地域医療構想について

地域医療構想策定ガイドライン骨子

• 国のガイドラインは現時点で策定され
ていないが、ガイドラインの骨子が示
されている

• 地域医療構想が目指す方向性に加え、
主な項目として、構想区域の見直し、
医療機関機能（急性期拠点機能、高齢
者救急・地域急性期機能、在宅医療等
連携機能、専門等機能）の新設、病床
機能報告・必要病床数の見直しが掲げ
られている

• そのほか、入院医療、外来・在宅医療、
介護との連携、人材確保についても掲
げられている
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新たな地域医療構想について

地域医療構想策定ガイドライン骨子

• 新たな地域医療構想の策定は、遅くと
も2028年度（令和10年度）末までに
行う必要がある

• 国の検討会においては、以下のような
スケジュールが示されているところ

①現状・課題の把握
②区域の設定
③設定した区域の課題の把握
④取組の決定と推進

取組の推進（一定の成果を確保）

2026年
｜

2028年

2035年
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2035年度2030年度2029年度2028年度2027年度2026年度2025年度検討項目

構想区域の点検・
見直し

必要病床数の推計

医療機関機能に関
する協議

外来医療・在宅
医療・介護との
連携・医療従事者
の確保

精神医療

医療機関機能報告（2026.10～）

新たな地域医療構想について

新たな地域医療構想の策定スケジュール（案）【中長期的・検討項目別】

新
た
な
地
域
医
療
構
想
・
策
定

構想区域の現況・
課題等の整理

将来人口推計、医療提供状況
等に基づき必要性を協議

必要病床数の算出
国が提供する推計ツールに基づ
き算出、地域の必要病床数に関
して協議

病床確保に向けた
具体の取組等に関する

協議 等

外来医療・在宅医療・医
師確保計画の中間見直し

外来・在宅医療に係る
医療需要の推計

外来・在宅医療に
係る取組の検討

(入院医療体制を踏まえ検討)

(国WGにおける議論)
精神医療に係る

医療提供体制の協議

医療機関機能の確保に向けた協議(国検討会
における
議論)

新
た
な
地
域
医
療
構
想
策
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

求められる機能・体制や協議に必要なデータ等の
提示、「急性期拠点機能」の確保に向けた協議の
実施 等
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（
構
想
区
域
の
現
況
・
課
題
・
方
向
性
等
）

継続
協議

第９次
医療計画の
策定作業

第９次
医療計画

2030年度
～

2035年度

新たな
地域医療
構想の
内容を
踏まえ
検討

医
療
機
関
の
連
携
・
再
編
・
集
約
化
等
に
係
る
一
定
の
成
果
の
確
保

後
期
計
画

※ガイドラインの内容・議論進捗等により適宜見直し

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
・
関
係
団
体
意
見
照
会

等
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新たな地域医療構想について

新たな地域医療構想の策定スケジュール（案）（2026年度中）

令和9年（2027年）令和8年（2026年）

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月４月３月

医療審議会

県
【事務局】

地域医療構想
調整会議

第１回
7/30

第２回
12月上旬

第３回
3月下旬

第１回
調整会議
6月中下旬

第２回
調整会議

第３回
調整会議

第２回

• 「新たな地域医療構想」策定の考え方
• 構想区域の点検に係る協議 等

• 構想区域の点検に係る
データ整理

（将来人口推計、構想区域
の医療提供状況 等）

新たな構想策定の考え方・
スケジュール 等

※ガイドラインの内容・国の推計ツールの提供時期、各構想区域における議論進捗等により、適宜見直し

• 構想区域の点検に係る協議の状況 等

【随時】庁内関係課による横断的な議論（在宅医療、介護との連携、医療従事者の確保等の協議に向けた対応方針の検討等）
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新たな地域医療構想について

「新たな地域医療構想」策定の主なポイント

主な内容項 目

• 人口20万人未満の区域等において、持続可能な医療提供体制の確保に向けて、周囲の区域の
人口や医療資源等も踏まえながら、必要に応じ、区域の広域化に向けた点検・見直しが必要

1 構想区域の点検

• 新たに4つの医療機関機能区分に関する報告制度が開始（2026年10月～）
• 特に、「急性期拠点機能」について、20～30万人に1医療機関を目安に、各構想区域におけ

る協議を行う必要（2026年度以降順次開始し、遅くとも2028年までに決定）

2 「医療機関機能報告」に
基づく協議

• 病床機能報告の機能区分のうち、「回復期機能」を「包括期機能」として再定義
（高齢者救急の受入れ、早期のリハビリテーションの提供等が主な役割）

3 病床機能報告の見直し
（「包括期」の設定）

• 将来の人口推計を用いた医療需要を推計するとともに、今後の効率化等の取組を踏まえた医療
需要を推計のうえ、必要病床数を算出する（前回同様、国が推計ツールを作成・提供）

• 新たな構想で追加される外来医療、在宅医療の将来推計も実施（国がデータ提供予定）

4 医療需要に基づく必要病
床数の推計

• 新たな地域医療構想の策定は、遅くとも2028年度までに実施
• 2026年度から2027年度上半期を目途に、構想区域の現状把握、必要病床数の設定、医療機関

機能の確保等に向け取り組むべき課題を設定し、必要に応じて区域の見直しを行う

5 新たな地域医療構想の策
定スケジュール

• 既存の協議の場を活用するなど、効率的かつ効果的に協議を進めることができるよう、議題等
に応じ柔軟に会議運営を実施

6 地域医療構想調整会議に
おける協議の進め方

• 新たな地域医療構想に「精神医療」を位置付け（2026年4月より、国がWGを設置して議論）7 その他

※これまでの検討会資料等を基に整理
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地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 『新たな地域医療構想に関するとりまとめ 』（令和８年３月19日）抜粋

•構想区域については、必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範囲かといった観点を踏まえ、将来

にわたって地域での医療提供に関する協議を行う場として設定するために、区域の設定や隣接する他都道府県の区域との連携体制の必要性につい

て協議を行う。

•構想区域の見直しに当たって、当該区域の人口規模等が大きく、交通等の整備状況によっては、区域内で病床数等の医療資源の偏在等の課題が生

じる。また、人口規模等が小さすぎると、多くの医療が区域内で完結しなくなる。こうした点に留意しながら、都道府県ごとに地域の実態を踏ま

えながら検討することが必要となる。

•構想区域は、現有する医療資源の状況や患者のアクセス等を踏まえながら設定することが必要である。このため、構想区域の見直しに当たっては、

現在の人口や人口推計、医療機関数、機能区分別の病床数、必要病床数、建物・医療機器等の整備状況、医療従事者の医療資源や他の都道府県も

含めた隣接する区域の医療資源、患者の流出入等について把握する必要がある。

•人口が少なく、住民の相当程度が流出していること等により、単独の構想区域として将来の提供体制を検討することが困難であることが見込まれ

る場合は、構想区域の統合や再編を検討する。

•また、人口の少ない二つの地域で、都道府県域を越えた隣接する区域間で実質的に流出入がある場合等について、都道府県同士で区域を一体とす

ることが困難であっても、急性期拠点機能を担う医療機関を両区域で一つ整備する方向性を共有し、アクセスの支援や病院の運営等の連携を検討

することも必要であり、具体的な運用をガイドラインにおいて示す必要がある。

• 新たな地域医療構想に関するとりまとめでは、人口規模、患者の流出入、患者のアクセス、等を踏まえて、単独の構想区域と
して将来の提供体制を検討することが困難な構想区域については統合や再編を行うこととしている。

• 特に構想区域の単位については、『必要病床数の設定の観点や急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範
囲』とされており、急性期拠点機能が人口20～30万人に1つ程度を確保することも踏まえて検討が必要。

構想区域の点検の考え方

構想区域の点検における考え方
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構想区域の点検における考え方

構想区域の点検のためのデータ

• 人口20万人未満の区域等において、持続可能な医療提供体制の確保に向けて、周囲の区域の人口や医療資源等も踏まえて点検、
見直しを行う必要

• 区域の点検・見直しにあたっては、国が示す「点検のためのデータ」などを基に、持続可能な医療提供体制の確保が可能かを
検討（例：人口推計、医療機関数、医師数、医療の提供状況 など）
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構想区域の点検における指標

構想区域の点検における指標（区域の概要：人口規模・患者流出入・医師数・病院数）

• 茨城県内の構想区域の将来推計人口等を確認をすると日立、古河・坂東の2区域を除き2040年時点においても区域ごとの人口
が20万人を超えており、引き続き各構想区域において一定の人口規模が見込まれる。そのため、『必要病床数の設定の観点や
急性期拠点機能の確保等の提供体制を協議するための適切な範囲』という観点や構想区域は二次医療圏と一致させて運用をし
てきたことから、現行の構想区域を引き続き継続することとしたい。

• なお、一部の構想区域においては、流入割合、流出割合が20％を超える区域も確認されたが、より広域的な視点に立って検討
すべき医療政策については、第8次茨城県保健医療計画で定めた医療提供圏域の単位で協議するものとする。

構想区域の点検（区域の概要：人口規模・患者流出入）

総病院数
（2026年度）

医師数
（2024年度）

2023年度流出入割合人口（万人）
構想区域医療提供圏域

流出流入増減率2040年2026年
19243.750%19%▲11.6%29.333.2常陸太田・ひたちなか

県央・県北
医療提供圏域

20324.215%17%▲21.1%17.522.1日立
38976.021%40%▲ 9.0%40.144.1水戸
12206.353%10%▲10.1%22.825.4鹿行

県南東
医療提供圏域

16463.636%48%▲12.3%21.724.7土浦
23672.532%32%▲10.6%40.445.2取手・竜ヶ崎
14151.341%18%▲16.5%20.024.0筑西・下妻

県南西
医療提供圏域

11280.031%33%▲13.6%18.821.7古河・坂東
161,226.836%50%▲ 2.2%36.637.4つくば

1694,544.4ーー▲11.0%247.3278.0県全体

出所：茨城県「茨城県の人口と世帯（推計）-令和8年（2026年）5月1日現在-」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別推計人口（R5年推計）
厚生労働省「患者調査（令和5年10月）」、「2024年度病床機能報告」、茨城県「医療機関一覧」（R8年6月時点）
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構想区域の点検における他区域との連携

隣接する他県の区域との連携について
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地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 『新たな地域医療構想に関するとりまとめ 』（令和８年３月19日）抜粋

•特に、人口の少ない地域であって、都道府県境に位置する区域については、隣接する都道府県の区域に患者が多く流出又は流入している場合があ

る。こうした場合、都道府県間で、地域医療構想調整会議における医療機関機能等に関する議論を両区域で一体的に進め、両都道府県で連携して

取組を推進するなど、実質的な取組が進むよう、都道府県間で連携を行うことも考えられる。

茨城県議会「第２回県民の命を守る医療に関する調査特別委員会（令和８年６月12日開催）」審議結果

＜村田委員、小泉委員、秋山委員から類似の質疑あり＞

委 員：県境地域においては、他県の医療圏と重なる部分があることから、県をまたいだ連携が重要である。他県との協定締結や、定期的なコ

ミュニケーションを図る機会が必要と考えるがいかがか。

執行部：これまでも、近県とのドクターヘリの広域連携に当たっては定期的な意見交換を行ってきた。国においても、今後、新たな地域医療構想

の策定に当たり、県境を越えた流出・流入についても議論することをポイントとしていることから、研究してまいりたい。

• 県境の構想区域においては特に、隣接する他県の区域からの患者の流出又は流入が一定程度あるものと考えられる。新たな地
域医療構想では、他県と連携して取組を推進していくことについて検討が必要となることから、今後の議論の参考とするため、
他県区域との患者の流出入や医療機関同士の連携に係る現状や実態、今後の連携のあり方等について、ご意見を伺いたい。

• また、他県の区域だけでなく、県内の他区域間との患者流出入を踏まえた連携のあり方等についても、ご意見を伺いたい。


